
令和７年９月１日 

 

「建築材料・設備機材等品質性能評価事業」 

関係者各位 

 

一般社団法人 公共建築協会 

 

標準仕様書の改定に伴う評価基準の改定について 

 

拝啓 

時下ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。また、平素より当協会に対して格別のお

引き立てをいただき厚く御礼申し上げます。 

さて、建築材料・設備機材等品質性能評価事業においては、国土交通省大臣官房官庁営繕部

制定による「公共建築工事標準仕様書（建築工事編）（電気設備工事編）（機械設備工事編）、

公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）」(以下「標準仕様書」という。)に基づき、建築

材料・設備機材等の評価基準（以下「評価基準」という。）を定めております。 

「標準仕様書」が、３年ごとの改定により令和７年版として制定されたことを受け、評価基

準も令和７年版として改定を行いました。改定内容は、別紙－１を参照してください。 

評価基準の改定により、申請内容と評価基準との間に差異が生じている場合がありますので、

ご確認をお願いしたいと存じます。 

なお、差異が確認された場合には、下記１．２．のいずれかにより対応いただきますよう、

重ねてお願い申し上げます。 

敬具 

 

 

記 

 

１．変更評価による対応 

評価基準の改定部分と貴社の申請内容の間に生じている差異について、次に示すように、

変更評価を申請し、評価書を取得してください。 

（１）変更申請の手続き 

①変更申請の手続きについては、「変更評価の手続き等について」に基づき、申請書を

作成してください。 

なお、申請の際、ご不明な点等がある場合は、事務局宛てメール等でご相談ください。 

②受付は随時行っています。受付審査が終了次第、直近の評価委員会に諮り審査を実施

します。 

③変更評価が終了した場合には、評価書を交付するとともに、当協会のホームページに

て公表します。 



（２）変更申請の経費 

変更内容により評価料金は異なります。「建築材料及び設備機材 評価申込案内」で確

認してください。 

 

２．既評価書をそのまま継続使用 

評価書を取得している建築材料・設備機材を工事に納入する場合、品質性能等の証明とし

て評価書の写しを提出していたと思います。しかしながら、標準仕様書（令和 7年版）およ

び評価基準（令和 7年版）との間に差異が生じている建築材料・設備機材を工事に納入する

場合、評価書の写しに加えて、標準仕様書（令和 7年版）および評価基準（令和 7年版）に

適合することを、証明書、検査成績書等の提出により、工事ごとに証明する必要がございま

す。 

なお、これについては、発注者側の了解を得たものではありませんので、差異が生じてい

る部分の説明や対応方法の説明等が必要と思われます。 

 

３．問い合わせ先 

一般社団法人 公共建築協会 評価事務局 

Tel 03-3523-0384、Fax 03-3523-1827（建築、電気設備、機械設備共通） 

Mail 建 築 材 料 等 評 価 部：hyokajigyo-a@pba.or.jp 

   電気設備機材等評価部：hyokajigyo-e@pba.or.jp 

   機械設備機材等評価部：hyokajigyo-m@pba.or.jp 

 



標準仕様書（令和７年版）及び機械設備機材等評価基準（令和７年版）の改定について 

＊表は、公共建築工事標準仕様書の改定内容全てを記載したものではありません。主な改定内容を抜粋しています。 

＊「赤字」は、改定箇所を示しております。 

品 目 
公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 新旧対照表 評価基準 新旧対照表 

章・節 令和７年版 令和４年版 令和７年版 令和６年版 

ボイラー 

①鋼製簡易ボイ

ラー及び簡易貫

流ボイラー 

②鋳鉄製ボイラ

ー及び鋳鉄製簡

易ボイラー 

③鋼製小型ボイ

ラー及び小型貫

流ボイラー 

④鋼製ボイラー 

（共通事項） 

第2編第1章第2節

1.2.2機器附属盤 
(1) 一般事項

(ｱ) 各編で指定された機器附属の盤及び特記により指定さ

れた機器附属の盤に適用する。

(ｲ) 機器附属の盤を設ける場合は、本項の機器を盤内に収

納する。

(ｳ) 図面ホルダに、単線接続図等を具備する。

(ｴ) ドアを閉じた状態で、充電部が露出してはならない。

なお、ドア裏面の押しボタン等感電のおそれのある構

造のものは、感電防止の処置を施したものとする。ただ

し、電気用品安全法の適用を受ける機器の盤は除く。 

(ｵ) 電源回路は、制御回路に電磁的な影響を与えないよう

にする。

1.2.2.1 制御及び操作盤 

機器に附属される制御及び操作盤は、電気事業法（昭和39

年法律第170号）、「電気設備に関する技術基準を定める省

令」（平成９年通商産業省令第52号）及び電気用品安全法

（昭和36年法律第234号）に定めるところによるほか、製造

者の標準仕様とする。ただし、各編で指定された機器及び特

記により指定された機器は、表2.1.6により次の各項を適用

とし、製造者の附属盤内に収納する。 

ボイラー 

①鋼製簡易ボイ

ラー及び簡易貫

流ボイラー 

②鋳鉄製ボイラ

ー及び鋳鉄製簡

易ボイラー 

③鋼製小型ボイ

ラー及び小型貫

流ボイラー 

④鋼製ボイラー 

（共通事項） 

第2編第1章第2節

1.2.2機器附属盤 

表2.1.3ボイラー等の

表示及びブザー 

(2) 表示及びブザー

(ｱ) 機器附属盤に設ける表示及びブザーの仕様等は、特記

による。特記がなければ、次による。

(ｲ) 表示の光源は、原則として LEDとする。

(ｳ) 表示の色別は、色に対応する項目の表記があれば、製造

者の標準色としてもよい。

(ｴ) 運転及び停止表示は、機器ごとに設ける。

(ｵ) 保護継電器の動作表示は、次により設ける。

(a) 保護継電器ごとに設ける。

(b) 保護継電器の作動が動作表示以外で判別できる場合

は、盤の表面に一括表示としてもよい。

(ｶ) 運転時間積算表示は、次の実運転時間（単位ｈ）を表示

又は印刷できるものとし、整数位５桁以上のものとする。 

(ｷ) 電流表示は、機械式（延長目盛電流計（赤指針付き））

又はデジタル表示とし、電動機ごと又は機器ごとに設け

るものとする。

(ｸ) ボイラー等の表示項目及びブザーは、表 2.1.3による。 

(b) 電流計は、機械式（延長目盛電流計（赤指針付き））又

は電子式（デジタル表示等）とし、電動機ごとに設ける。

なお、１ユニットの装置の場合は一括で設けてもよい。

(d) 表示等は、表 2.1.7 により設けるものとし、表示の光

源は、原則として、発光ダイオードとする。

なお、運転及び停止表示は、電動機ごとに設けるものと

し、保護継電器の動作表示は、(i) 運転時間計は、次の実

運転時間（単位ｈ）をデジタル表示するものとし、表示桁

は、整数位５桁以上のものとする。 

別紙－１ 



品 目 
公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 新旧対照表 評価基準 新旧対照表 

章・節 令和７年版 令和４年版 令和７年版 令和６年版 

ボイラー 

①鋼製簡易ボイ

ラー及び簡易貫

流ボイラー 

②鋳鉄製ボイラ

ー及び鋳鉄製簡

易ボイラー 

③鋼製小型ボイ

ラー及び小型貫

流ボイラー 

④鋼製ボイラー 

 

（共通事項） 

 

第2編第1章第2節

1.2.2機器附属盤 

表2.1.6ボイラー等の

入力端子及び出力端子 

(3) 入力端子及び出力端子 

(ｱ) 機器に設ける入力端子、出力端子は特記による。特記

がなければ、次による。 

(ｲ) 信号入出力条件は、標準図（信号入出力条件）によ

る。 

(ｳ) ボイラー等の入力端子及び出力端子は、表2.1.6によ

る。 

 

 

 
 

 

 

 

(e) 接点及び端子は、表2.1.8により設ける。さらに必

要な接点及び端子の適用は特記による。 

(f) 制御及び操作盤の図面ホルダに、単線接続図等を具

備する。 

(g) 機器に附属する制御及び操作盤の回路は、「電気設

備の技術基準の解釈」（平成25年３月14日付け

20130215商局第４号）第181条の「小勢力回路の施

設」に該当する場合は、製造者の標準仕様とする。 

 

 

 
 

 

 
 

ボイラー 

①鋼製簡易ボイ

ラー及び簡易貫

流ボイラー 

②鋳鉄製ボイラ

ー及び鋳鉄製簡

易ボイラー 

③鋼製小型ボイ

ラー及び小型貫

流ボイラー 

④鋼製ボイラー 

 

（共通事項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.2.2機器附属盤 

(5) インバータ制御装

置（可変電圧可変周波

数制御装置） 

(5) インバータ制御装置（可変電圧可変周波数制御装置） 

(ｱ) インバータ制御装置を設ける場合は、次による。 

(ｲ) (2)及び(4)の電流表示、過負荷及び欠相保護装置は、

不要とし、次の保護機能を設ける。 

(a) 過負荷(過電流)、単相(欠相)、過電圧等の異常が発生

した場合は、電動機を停止する。 

(b) 負荷で短絡が発生した場合の自己保護機能 

(c) ストール防止機能 

(ｳ) 継電器等のコイル部には、サージ対策として、サージ

キラー等を設ける。 

(ｴ) 制御方式は、正弦波パルス幅変調方式又はパルス振幅

変調方式とする。 

(ｵ) 瞬時の電圧低下に対する自動回復運転機能を備えたも

のとする。 

(ｶ) 電動機の負荷特性に合わせて加減速の時間を調整でき

るものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

1.2.2.2 インバーター用制御及び操作盤 

(ｱ) 可変電圧可変周波数制御（インバーター制御）を行う

場合の制御及び操作盤は、1.2.2.1「制御及び操作盤」に

よるほか、次による。 

なお、本項の適用は特記による。 

(ｲ) 1.2.2.1「制御及び操作盤」のうち過負荷及び欠相保護

装置、電流計並びに進相コンデンサーは、不要とする。 

(ｳ) インバーター回路に使用する継電器等のコイル部に

は、サージ対策として、サージキラー等を設ける。 

(ｴ) インバーター回路は、次による。 

(a) 制御方式は、正弦波パルス幅変調方式又はパルス振

幅変調方式とする。 

(b) 瞬時停電に対する自動回復運転機能を備えたものと

する。 

(c) 電動機の負荷特性に合わせて加減速時間を調整でき

るものとする。 

(d) 保護機能は、ストール防止機能を有するほか、次に

よる。 

① 過負荷(過電流)、単相(欠相)、過電圧等の異常が

発生した場合は、電動機を停止する。 

② 負荷で短絡が発生した場合の自己保護機能を有す

るものとする。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 



品 目 
公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 新旧対照表 評価基準 新旧対照表 

章・節 令和７年版 令和４年版 令和７年版 令和６年版 

ボイラー 

①鋼製簡易ボイ

ラー及び簡易貫

流ボイラー 

②鋳鉄製ボイラ

ー及び鋳鉄製簡

易ボイラー 

③鋼製小型ボイ

ラー及び小型貫

流ボイラー 

④鋼製ボイラー 

 

（共通事項） 

 

 

 

 

1.2.2機器附属盤 

(5)インバータ制御装

置（可変電圧可変周波

数制御装置） 

(ｷ) インバータ制御装置の高調波対策は、特記による。特記

がなければ、次のいずれかによる。 

(a) 「高圧又は特別高圧で受電する需要家の高調波抑制

ガイドライン」及び「高調波抑制対策技術指針((一社)

日本電気協会)」による換算係数 Ki=1.8以下(交流側リ

アクトルで Ki=1.8 となる対策を除く)となるようにし

た機器 

(b) JIS C 61000-3-2「電磁両立性–第3-2 部:限度値–高調

波電流発生限度値(1 相当たりの入力電流が20A以下

の機器)」が適用された機器 

(c) 基本波力率が1であるときの入力力率が0.94 以上の

インバータ制御装置 

(d) 基本波力率が1 であるときの入力力率が0.94 以上と

なるように、直流リアクトル等と組み合わせたインバ

ータ制御装置 

(ｸ) 高周波ノイズ対策用として、入力側に零相リアクトル

等を設ける。ただし、インバータ制御装置本体に零相リア

クトル等が内蔵されているものは除く。 

(e) 高調波対策が必要な場合は、直流リアクトル等によ

り、「高圧又は特別高圧で受電する需要家の高調波抑制

ガイドライン」及び「高調波抑制対策技術指針((一社)

日本電気協会)」による換算係数 Ki=1.8 以下となる対

策を講ずることとし、特記による。 

(f) 高周波ノイズ対策用として、入力側に零相リアクト

ル等を設ける。ただし、インバーター装置本体に零相

リアクトル等が内蔵されているものは除く。 

 

 

 

 
 

 

冷凍機 

➀空機熱源ヒー

トポンプユニッ

ト及び水冷チリ

ングユニット 

（空機熱源ヒー

トポンプユニッ

ト） 

 

第３節 冷凍機 

1.3.1 空気熱源ヒー

トポンプユニット 

1.3.1.1 一般事項 

(1) 本項は、冷凍能力が 60kW以上の空気熱源ヒートポンプ

ユニットに適用する。ただし、冷凍能力が30kW以上、

60kW未満のものは制御盤のみを適用する。 

 

(ｱ) 本項は、圧縮機用電動機の合計定格出力11kWを超え

る空気熱源ヒートポンプユニットに適用する。ただし、

5.5kW以上11kW以下のものは制御盤のみを適用す

る。 

 

 

 

 

 

➀空機熱源ヒー

トポンプユニッ

ト及び水冷チリ

ングユニット 

（空機熱源ヒー

トポンプユニッ

ト） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3.1.6 空気熱源蒸

発器兼空冷式凝縮器 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 構成は、フィン付きコイル、送風機、電動機、フィンガ

ード等とする。 

(2) フィン付きコイルの材質は、(ｱ)又は(ｲ)による。 

(ｱ) コイルの材質は、JIS H 3300「銅及び銅合金の継目無

管」によるものとする。また、フィンの材質は、JIS H 

4000「アルミニウム及びアルミニウム合金の板及び条」

の1000 系又は3000 系合金とし、樹脂の被膜等による耐

食処理を施したものとする。 

(ｲ) コイルの材質は(a)とし、フィンの材質は(b)又は(c)と

する。 

なお、成分値の調整は、亜鉛、チタン、銅等の添加に

よりフィン付きコイルの耐食性能を向上するものとす

る。 

(a) JIS H 4100「アルミニウム及びアルミニウム合金の

押出形材」に規定の化学成分の成分値を調整したも

の、又は規定の化学成分を有する材質に亜鉛溶射を

したもの。 

(b) JIS H 4000「アルミニウム及びアルミニウム合金の

板及び条」に規定の化学成分の成分値を調整したも

の。 

(c) JIS Z 3263「アルミニウム合金ろう付け及びブレー

ジングシート」に規定の化学成分の成分値の調整をし

たもの。 

(3) 冬期に結霜する場合は、自動的に除霜する機能を備え

たものとする。 

1.3.1.8「凝縮器」(ｲ)によるほか、冬期に結霜した場合に、

自動的に除霜する機能を備えたものとする。 

1.3.1.8 凝縮器 

(ｱ) 水冷式凝縮器は、円筒多管形、二重管形又はプレート

形とし、次による。 

(a) 円筒多管形及び二重管形は、管の掃除ができる構造

とする。胴体の材質は、鋼板又は鋼管、端部水室の材

質は、鋳鉄又は鋼板とし、内面にエポキシ樹脂塗装、

アクリル樹脂塗装等による防錆処理を施したものとす

る。また、管の材質は、JIS H 3300「銅及び銅合金の

継目無管」によるものとする。 

(b) プレート形の材質は、JIS G 4305「冷間圧延ステン

レス鋼板及び鋼帯」によるものとする。 

(ｲ) 空冷式凝縮器は、次による。 

(a) 構成は、フィン付きコイル、送風機、電動機、フィ

ンガード、ケーシング等とする。 

(b) コイルの材質は、次による。 

① JIS H 3300「銅及び銅合金の継目無管」によるもの 

② JIS H 4100「アルミニウム及びアルミニウム合金の

押出形材」に規定の化学成分を有する材質に、溶射に

よる耐食処理を施したもの 

(c) フィンの材質は、次による。 

① JIS H 4000「アルミニウム及びアルミニウム合金

の板及び条」のAL成分99％以上のものとし、樹脂

の被膜等による耐食処理を施したもの 

 

 

 
 

 

 

 



品 目 
公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 新旧対照表 評価基準 新旧対照表 

章・節 令和７年版 令和４年版 令和７年版 令和６年版 

➀空機熱源ヒー

トポンプユニッ

ト及び水冷チリ

ングユニット 

（空機熱源ヒー

トポンプユニッ

ト） 

1.3.1.6 空気熱源蒸

発器兼空冷式凝縮器 

 

 

 

 

② JIS H 4000「アルミニウム及びアルミニウム合金

の板及び条」又は JIS Z 3263「アルミニウム合金ろ

う付け及びブレージングシート」に規定の化学成分

に、成分値を調整することによる耐食処理を施した

もの 

(d) ケーシングの材質は、鋼板又はガラス繊維強化ポリ

エステル樹脂とする。 

なお、鋼板の場合は、アクリル樹脂塗装、エポキシ

樹脂塗装又はポリエステル樹脂塗装による防錆処理を

施したものとする。 

1.3.1.9 蒸発器 

1.3.1.8「凝縮器」(ｱ)による。 

 

冷凍機 

➀空機熱源ヒー

トポンプユニッ

ト及び水冷チリ

ングユニット 

（空機熱源ヒー

トポンプユニッ

ト） 

1.3.1.8 冷温水ポン

プ 

(2) 電動機は以下のいずれかとし、容量制御の適用は特記に

よる。ただし、特記がない場合は、インバータ制御とす

る。 

(ｱ) JIS C 4213「低圧三相かご形誘導電動機－低圧トップ

ランナーモータ」 

(ｲ) JIS C 4212「高効率低圧三相かご形誘導電動機」

(0.75kW未満に限る。) 

(3) 電動機の保護方式は、JIS C 4034-5「回転電気機械－第

５部：外被構造による保護方式の分類」によるIP 44「全

閉防まつ形」又はIP 22「防滴保護形」(防水上有効な構造

のケーシングに納められた場合に限る)とする。 

(4) ポンプ単体での試験は、1.12.6「試験」の空調用ポンプ

の当該事項による。 

 

 

1.3.2.9 冷温水ポンプ 

1.3.1.10「冷水ポンプ」による。 

 

 

 

 
 

※水冷チリングユニットは、冷水ポンプ掲載を省略 

 

 

 

➀空機熱源ヒー

トポンプユニッ

ト及び水冷チリ

ングユニット 

（空機熱源ヒー

トポンプユニッ

ト） 

1.3.1.13 制御盤 

表2.1.3ボイラー等の

表示項目及びブザー 

(2) 表示及びブザー 

(ｸ) ボイラー等の表示項目及びブザーは、表 2.1.3によ

る。 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(d) 表示等は、表 2.1.7 により設けるものとし、表示の光

源は、原則として、発光ダイオードとする。 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※水冷チリングユニットは、掲載を省略 

 

 

 
 



品 目 
公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 新旧対照表 評価基準 新旧対照表 

章・節 令和７年版 令和４年版 令和７年版 令和６年版 

➀空機熱源ヒー

トポンプユニッ

ト及び水冷チリ

ングユニット 

（空機熱源ヒー

トポンプユニッ

ト） 

1.3.1.13 制御盤 

表2.1.6 ボイラー等

の入力端子及び出力端

子 

(3) 入力端子及び出力端子 

(ｱ) 機器に設ける入力端子、出力端子は特記による。特記が

なければ、次による。 

(ｲ) 信号入出力条件は、標準図（信号入出力条件）による。 

(ｳ) ボイラー等の入力端子及び出力端子は、表2.1.6によ

る。 

 

 

 
 

(e) 接点及び端子は、表2.1.8により設ける。さらに必要

な接点及び端子の適用は特記による。 

 

 

 

 

 

 
 

※水冷チリングユニットは、掲載を省略 

 

 
 

冷凍機 

➀空機熱源ヒー

トポンプユニッ

ト及び水冷チリ

ングユニット 

②吸収冷温水機 

③吸収冷温水機

ユニット 

④遠心冷凍機 

 

（共通事項） 

1.3.1.13 制御盤 (1) 第２編1.2.2「機器附属盤」による。 

(4) 過負荷及び欠相保護装置 

(ｱ) 電動機を設ける場合は、過負荷及び欠相による過電流

が生じた場合に自動的にこれを阻止し、電動機の焼損を

防止できるよう、過負荷及び欠相保護装置を電動機ごと

に設ける。ただし、次の場合は、装置を設けなくてもよ

い。 

(a) １ユニットの装置（１ユニットに２台以上の電動機

がある場合）で、ユニットの電源に欠相が生じた場合

に自動的にそのユニット全ての電動機を停止すること

ができる場合は、欠相保護装置を電動機ごとに設けな

くてもよい。 

(b) 1ユニットの装置で電動機自体に有効な保護サーモ

等の焼損防止装置がある場合には、欠相保護装置を設

けなくてもよい。 

(c) 出力0.2kW以下の誘導電動機回路及び過電流遮断器

の定格電流が15Ａ（配線用遮断器の場合は20Ａ）以

下の単相電動機回路には、過負荷及び欠相保護装置を

設けなくてもよい。 

第２編1.2.2「制御及び操作盤」による。 

(a) 過負荷及び欠相保護装置は、過負荷及び欠相による

過電流が生じた場合に自動的にこれを阻止し、電動機

の焼損を防止できるものとし、電動機ごとに設ける。 

なお、１ユニットの装置（１ユニットに２台以上の

電動機がある場合）で、ユニットの電源に欠相が生じ

た場合に自動的にそのユニット全ての電動機を停止す

ることができる場合は、欠相保護装置を電動機ごとに

設けなくてもよい。 

(b) 電流計は、機械式（延長目盛電流計（赤指針付

き））又は電子式（デジタル表示等）とし、電動機ご

とに設ける。 

なお、１ユニットの装置の場合は一括で設けてもよ

い。 

(c) 進相コンデンサーの容量は、200Ｖ電動機について

は電力会社の電気供給規程により選定するものとし、

400Ｖ及び高圧電動機については定格出力時における

改善後の力率を0.9 以上となるように選定する。 

 

 
 

 

 

 

 
 

冷凍機 

➀空機熱源ヒー

トポンプユニッ

ト及び水冷チリ

ングユニット 

②吸収冷温水機 

③吸収冷温水機

ユニット 

④遠心冷凍機 

 

（共通事項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.3.1.13 制御盤 

1.2.2機器附属盤 

(5)インバータ制御装

置（可変電圧可変周波

数制御装置） 

(5) インバータ制御装置（可変電圧可変周波数制御装置） 

(ｱ) インバータ制御装置を設ける場合は、次による。 

(ｲ) (2)及び(4)の電流表示、過負荷及び欠相保護装置は、

不要とし、次の保護機能を設ける。 

(a) 過負荷(過電流)、単相(欠相)、過電圧等の異常が発生

した場合は、電動機を停止する。 

(b) 負荷で短絡が発生した場合の自己保護機能 

(c) ストール防止機能 

(ｳ) 継電器等のコイル部には、サージ対策として、サージ

キラー等を設ける。 

(ｴ) 制御方式は、正弦波パルス幅変調方式又はパルス振幅

変調方式とする。 

(ｵ) 瞬時の電圧低下に対する自動回復運転機能を備えたも

のとする。 

(ｶ) 電動機の負荷特性に合わせて加減速の時間を調整でき

るものとする。 

 

1.2.2.2 インバーター用制御及び操作盤 

(ｱ) 可変電圧可変周波数制御（インバーター制御）を行う

場合の制御及び操作盤は、1.2.2.1「制御及び操作盤」に

よるほか、次による。 

なお、本項の適用は特記による。 

(ｲ) 1.2.2.1「制御及び操作盤」のうち過負荷及び欠相保護

装置、電流計並びに進相コンデンサーは、不要とする。 

(ｳ) インバーター回路に使用する継電器等のコイル部に

は、サージ対策として、サージキラー等を設ける。 

(ｴ) インバーター回路は、次による。 

(a) 制御方式は、正弦波パルス幅変調方式又はパルス振

幅変調方式とする。 

(b) 瞬時停電に対する自動回復運転機能を備えたものと

する。 

(c) 電動機の負荷特性に合わせて加減速時間を調整でき

るものとする。 

(d) 保護機能は、ストール防止機能を有するほか、次に

よる。 

① 過負荷(過電流)、単相(欠相)、過電圧等の異常が

発生した場合は、電動機を停止する。 

② 負荷で短絡が発生した場合の自己保護機能を有す

るものとする。 

 
 

 

 

 

 

 



品 目 
公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 新旧対照表 評価基準 新旧対照表 

章・節 令和７年版 令和４年版 令和７年版 令和６年版 

冷凍機 

➀空機熱源ヒー

トポンプユニッ

ト及び水冷チリ

ングユニット 

②吸収冷温水機 

③吸収冷温水機

ユニット 

④遠心冷凍機 

 

（共通事項） 

1.3.1.13 制御盤 

1.2.2機器附属盤 

(5)インバータ制御装

置（可変電圧可変周波

数制御装置） 

(ｷ) インバータ制御装置の高調波対策は、特記による。特記

がなければ、次のいずれかによる。 

(a) 「高圧又は特別高圧で受電する需要家の高調波抑制

ガイドライン」及び「高調波抑制対策技術指針((一社)

日本電気協会)」による換算係数 Ki=1.8以下(交流側リ

アクトルで Ki=1.8 となる対策を除く)となるようにし

た機器 

(b) JIS C 61000-3-2「電磁両立性–第3-2 部:限度値–高調

波電流発生限度値(1 相当たりの入力電流が20A以下

の機器)」が適用された機器 

(c) 基本波力率が1であるときの入力力率が0.94 以上の

インバータ制御装置 

(d) 基本波力率が1 であるときの入力力率が0.94 以上と

なるように、直流リアクトル等と組み合わせたインバ

ータ制御装置 

(ｸ) 高周波ノイズ対策用として、入力側に零相リアクトル等

を設ける。ただし、インバータ制御装置本体に零相リアクト

ル等が内蔵されているものは除く。 

 

(e) 高調波対策が必要な場合は、直流リアクトル等によ

り、「高圧又は特別高圧で受電する需要家の高調波抑制

ガイドライン」及び「高調波抑制対策技術指針((一社)

日本電気協会)」による換算係数 Ki=1.8 以下となる対

策を講ずることとし、特記による。 

(f) 高周波ノイズ対策用として、入力側に零相リアクト

ル等を設ける。ただし、インバーター装置本体に零相

リアクトル等が内蔵されているものは除く。 

 

 

 
 

 

②吸収冷温水機 

③吸収冷温水機

ユニット 

 

（共通事項） 

第2編第1章第2節

1.2.2機器附属盤 

表2.1.3ボイラー等の

表示及びブザー 

(2) 表示及びブザー 

(ｸ) ボイラー等の表示項目及びブザーは、表 2.1.3による。 

 

 

 

 
 

 

(d) 表示等は、表 2.1.7 により設けるものとし、表示の光

源は、原則として、発光ダイオードとする。 

 

 
 

 

 

 

 
 

 

 
 

②吸収冷温水機 

③吸収冷温水機

ユニット 

 

（共通事項） 

1.3.1.13 制御盤 

表2.1.6 ボイラー等

の入力端子及び出力端

子 

(3) 入力端子及び出力端子 

(ｳ) ボイラー等の入力端子及び出力端子は、表2.1.6によ

る。 

 

 
 

 

 

(e) 接点及び端子は、表2.1.8により設ける。さらに必要

な接点及び端子の適用は特記による。 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 
 



品 目 
公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 新旧対照表 評価基準 新旧対照表 

章・節 令和７年版 令和４年版 令和７年版 令和６年版 

④遠心冷凍機 

 

 

 

 

1.3.3 遠心冷凍機 

1.3.3.10 安全装置 

 

(1) 次の保護機能を備えたものとする。 

(ｴ) 磁気による軸受けを有する場合は、停電時に電源を確

保する装置により、安全に停止した主軸を補助軸受けに

支持させる保護制御機能 

 

 

1.3.3.10 安全装置 

次の保護機能を備えたものとする。 

(d) 磁気による軸受けを有する場合は、停電時に無停電

電源装置により、安全に停止した主軸を補助軸受けに

支持させる保護制御機能 

 

  

 

 
④遠心冷凍機 

 

 

 

 

 

第2編第1章第2節

1.2.2機器附属盤 

表2.1.3ボイラー等の

表示及びブザー 

(2) 表示及びブザー 

(ｸ) ボイラー等の表示項目及びブザーは、表 2.1.3による。 

 

 

 
 

 

(d) 表示等は、表 2.1.7 により設けるものとし、表示の光

源は、原則として、発光ダイオードとする。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

④遠心冷凍機 

 

1.3.1.13 制御盤 

表2.1.6 ボイラー等

の入力端子及び出力端

子 

(3) 入力端子及び出力端子 

(ｳ) ボイラー等の入力端子及び出力端子は、表2.1.6によ

る。 

 
 

(e) 接点及び端子は、表2.1.8により設ける。さらに必要

な接点及び端子の適用は特記による。 

 
 

 

 

 

 

 

空気調和機 

➀ユニット形空

気調和機 

③コンパクト形

空気調和機 

 

（共通事項） 

第７節 空気調和機 

1.7.1 ユニット形空気

調和機 

1.7.1.1 一般事項 

 

1.7.1.8 全熱交換器 

 

(6) 全熱交換器を組込む場合は回転形とし、適用は特記によ

る。 

なお、全熱交換器停止時のバイパス運転ができる構造と

する。 

 

(1) 1.9.2「回転形全熱交換器」による。 

 
 

 
※以下、全熱交換器の評価基準掲載 省略 

 

 



品 目 
公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 新旧対照表 評価基準 新旧対照表 

章・節 令和７年版 令和４年版 令和７年版 令和６年版 

空気調和機 

➀ユニット形空

気調和機 

11.7.1 ユニット形空気

調和機 

.7.1.2 ケーシング 

 

(1) 外装は、溶融アルミニウム－亜鉛鉄板を面材とし、合成

樹脂発泡体を心材としたサンドイッチ構造のものとする。

面材の厚さは、片面0.6mm以上とし、内外面の合計厚さ

は、1.2mm以上とする。 

(2) コイルを通過する風速は均一性を確保する。 

 

(5) サンドイッチ構造のケーシングの心材に使用する保温材

は、硬質ウレタンフォームとし、発泡密度35kg/ｍ３以上、

厚さ18mm以上のものとする。 

 

(ｱ) 外装は、溶融アルミニウム－亜鉛鉄板を面材とし、合

成樹脂発泡体を心材としたサンドイッチ構造のものとす

る。面材の厚さは、片面0.6mm以上とし、内外面の合計

厚さは、1.2mm以上とする。 

(ｲ) 骨組みは、形鋼、軽量形鋼、ステンレス折曲げ角材又

はアルミニウム押出形材とする。 

(ｳ) コイルを通過する風速は均一性を確保する。 

 

 

 

 

 

空気調和機 

➀ユニット形空

気調和機 

1.7.1.5 ドレンパン (1) ドレンパンは、排水勾配を有し、下流側に呼び径32以

上の排水管接続口を設けたものとする。材質は、厚さ

1.5mm以上のステンレス鋼板（SUS304又はSUS443J1）とす

る。 

 

(2) ドレンパンの外面は、厚さ10mm以上の難燃性の発泡材

を吹き付けたもの、JIS A 9504「人造鉱物繊維保温材」の

グラスウール保温板（40K以上厚さ15mm以上）にガラス繊

維の飛散防止のためJIS R 3414「ガラスクロス」のガラス

クロス（EP18）により表面を覆ったもの又はグラスウール

保温板（40K以上厚さ15mm以上）の外面を難燃性の材料で

表面処理を施したものを鋲及び接着剤にて貼付けたものと

する。 

 

ドレンパンは、排水勾配を有し、下流側に呼び径32以上の

排水管接続口を設けたものとする。材質は、厚さ1.5mm以上

のステンレス鋼板（SUS304又はSUS443J1）とする。また、ド

レンパンの外面は、保温を施したものとする。 

 

 

 

 

 

空気調和機 

➀ユニット形空

気調和機 

  1.7.1.8 保温 

(ｱ) サンドイッチ構造のケーシングの心材に使用する保温

材は、硬質ウレタンフォームとし、発泡密度35kg/ｍ３

以上、厚さ18mm以上のものとする。 

(ｲ) ドレンパンの外面は、厚さ10mm以上の難燃性の発泡

材を吹き付けたもの若しくはJIS A 9504「人造鉱物繊

維保温材」のグラスウール保温板（40K以上厚さ15mm

以上）にガラス繊維の飛散防止のためJIS R 3414「ガ

ラスクロス」のガラスクロス（EP18）により表面を覆っ

たもの又はグラスウール保温板（40K以上厚さ15mm以

上）の外面を難燃性の材料で表面処理を施したものを鋲

及び接着剤にて貼付けたものとする。 

 

 
 

 
空気調和機 

➀ユニット形空

気調和機 

③コンパクト形

空気調和機 

 

（共通事項） 

1.7.1.7 電動機 (1) 誘導電動機は、JIS C 4213「低圧三相かご形誘導電動機

－低圧トップランナーモータ」による。 

(2) 誘導電動機の保護方式は、JIS C 4034-5「回転電気機械

－第５部：外被構造による保護方式の分類」によるIP 22 

「防滴保護形」又はIP 44「全閉防まつ形」とする。 

 

 

 

 

第２編1.2.1「電動機」による。 
 

 

 

 



品 目 
公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 新旧対照表 評価基準 新旧対照表 

章・節 令和７年版 令和４年版 令和７年版 令和６年版 

空気調和機 

➀ユニット形空

気調和機 

③コンパクト形

空気調和機 

 

（共通事項） 

1.7.1 ユニット形空気

調和機 

1.7.1.10 制御盤 

 

 

1.7.2 コンパクト形

空気調和機 

1.7.2.10 制御盤 

(1) 第２編1.2.2「機器附属盤」による制御盤を附属する場

合は、特記による。 

 

 

 

(1) 1.7.1「ユニット形空気調和機」の当該事項による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２編1.2.2「制御及び操作盤」による。 

なお、適用は特記による。 

 

 

 
 

 
 

 

 

 
 

 

空気調和機 

➀ユニット形空

気調和機 

 

 

 

③コンパクト形

空気調和機 

 

 

④パッケージ形

空気調和機 

 

 

 

 

⑤マルチパッケ

ージ形空気調和

機 

 

 

⑥ガスエンジン

ヒートポンプ式

空気調和機 

 

（共通事項） 

 

1.7.1.10 制御盤 

 

 

 

 

1.7.2.10 制御盤 

 

 

 

1.7.5.17 制御盤 

 

 

 

 

 

1.7.6.18 制御盤 

 

 

 

1.7.7.23 制御盤 

 

 

 

 

 

 

(1) 第２編1.2.2「機器附属盤」による制御盤を附属する場

合は、特記による。 

(2) インバータ制御装置の適用は、特記による。 

 

 

(1) 1.7.1「ユニット形空気調和機」の当該事項による。 

 

 

 

(1) 第２編1.2.2「機器附属盤」による。 

 

 

 

 

 

同上 

 

 

 

 

同上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２編1.2.2「制御及び操作盤」による。 

なお、適用は特記による。 

 

第２編1.2.2「制御及び操作盤」による。ただし、インバー

ター制御を行う場合は、製造者の標準仕様とする。また、高

調波対策は第２編1.2.2.2「インバーター用制御及び操作

盤」(ｴ)(e)によるものとし、適用は特記による。 

なお、リモートコントローラーを用いる場合の表示等は、

1.7.5.18「リモートコントローラー」による。 

 

同上 

 

 

 

 

同上 

 

 

 
 

 



品 目 
公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 新旧対照表 評価基準 新旧対照表 

章・節 令和７年版 令和４年版 令和７年版 令和６年版 

空気調和機 

 

（共通事項） 

1.7.1.10 制御盤 つづき  
 

 

 

③コンパクト形

空気調和機 

1.7.2 コンパクト形

空気調和機 

1.7.2.1 一般事項 

(1) 本項は、設計風量が9,000ｍ３/ｈ以下、機外静圧が、給

気用送風機のみの場合は400Pa以下、還気用送風機組込み

の場合は、給気用送風機において400Pa以下、還気用送風

機において300Pa以下のコンパクト形空気調和機の床置形

に適用する｡ 

 

(ｱ) 本項は、設計風量が6,000ｍ３/ｈ以下、機外静圧が、

給気用送風機のみの場合は300Pa以下、還気用送風機組

込みの場合は、給気用送風機において300Pa以下、還気

用送風機において200Pa以下のコンパクト形空気調和機

の床置形に適用する｡ 

 

  
 

③コンパクト形

空気調和機 

1.7.2.1 一般事項 

 

 

 

 

1.7.2.8 全熱交換器 

 

(7) 全熱交換器を組込む場合は回転形とし、適用は特記によ

る。 

なお、全熱交換器停止時のバイパス運転ができる構造と

する。 

 

(1)  1.9.2「回転形全熱交換器」による。 

 

 ※ユニット形空気調和機に同じ  

③コンパクト形

空気調和機 
1.7.2.2 ケーシング 

 
(1) 外装は、溶融アルミニウム－亜鉛鉄板を面材とし、合成

樹脂発泡体を心材としたサンドイッチ構造のものとする。

面材の厚さは、片面0.5mm以上とし、内外面の合計厚さ

は、1.0mm以上とする。 

(2) 各部の点検用に、点検口を設ける。 

なお、ケーシングが容易に開閉又は取外し可能なもの

は、点検口を省略してもよい。 

(3) サンドイッチ構造のケーシングの心材に使用する保温材

は、硬質ウレタンフォームとし、発泡密度35kg/ｍ３以

上、厚さ14mm以上のものとする。 

 

(ｱ) 外装は、溶融アルミニウム－亜鉛鉄板を面材とし、合

成樹脂発泡体を心材としたサンドイッチ構造のものとす

る。面材の厚さは、片面0.5mm以上とし、内外面の合計

厚さは、1.0mm以上とする。 

(ｲ) 骨組みは、形鋼、軽量形鋼、ステンレス折曲げ角材又

はアルミニウム押出形材とする。 

なお、外装を折り曲げたものとしてもよい。 

(ｳ) 各部の点検用に、点検口を設ける。 

なお、ケーシングが容易に開閉又は取外し可能なもの

は、点検口を省略してもよい。 

 

 

 

 

 

 



品 目 
公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 新旧対照表 評価基準 新旧対照表 

章・節 令和７年版 令和４年版 令和７年版 令和６年版 

③コンパクト形

空気調和機 

1.7.2.5 ドレンパン (1) ドレンパンは、排水勾配を有し、下流側に呼び径25以

上の排水管接続口を設けたものとする。材質は、厚さ

0.8mm以上のステンレス鋼板（SUS304又はSUS443J1）とす

る。 

(2) ドレンパンの外面は、厚さ10mm以上の難燃性の発泡材

を吹き付けたもの、JIS A 9504「人造鉱物繊維保温材」の

グラスウール保温板（40K以上厚さ15mm以上）に、ガラス

繊維の飛散防止のため、JIS R 3414「ガラスクロス」のガ

ラスクロス（EP18）により表面を覆ったもの又はグラスウ

ール保温板（40K以上厚さ15mm以上）の外面を難燃性の材

料で表面処理を施したものを鋲及び接着剤にて貼付けたも

のとする。 

 

1.7.2.5 ドレンパン 

ドレンパンは、排水勾配を有し、下流側に呼び径25以上の

排水管接続口を設けたものとする。材質は、厚さ0.8mm以上

のステンレス鋼板（SUS304又はSUS443J1）とする。また、ド

レンパンの外面は、保温を施したものとする。 

 

 

 
 

 

 
 

③コンパクト形

空気調和機 

  

 

 

 

1.7.2.9 保温 

(ｱ) サンドイッチ構造のケーシングの心材に使用する保温

材は、硬質ウレタンフォームとし、発泡密度35kg/ｍ３

以上、厚さ14mm以上のものとする。 

(ｲ) ドレンパンの外面は、厚さ10mm以上の難燃性の発泡

材を吹き付けたもの又はJIS A 9504「人造鉱物繊維保

温材」のグラスウール保温板（40K以上厚さ15mm以

上）に、ガラス繊維の飛散防止のため、JIS R 3414「ガ

ラスクロス」のガラスクロス（EP18）により表面を覆っ

たもの若しくはグラスウール保温板（40K以上厚さ15mm

以上）の外面を難燃性の材料で表面処理を施したものを

鋲及び接着剤にて貼付けたものとする。 

 

 

 
 

 
 

③ファンコイル

ユニット 

1.7.4 ファンコイル

ユニット 

1.7.4.2 ケーシング 

(5) ケーシング内面に使用する保温材は、JIS A 9504「人造

鉱物繊維保温材」のグラスウール保温板（40Ｋ以上）と

し、ガラス繊維の飛散防止のため、難燃性の材料で表面処

理を施したものとする。ただし、部分的に施工困難な箇所

は、他の断熱材を使用してもよい。 

なお、保温厚さは、JIS A 4008「ファンコイルユニッ

ト」に規定された露付き試験に合格したものとする。 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 



品 目 
公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 新旧対照表 評価基準 新旧対照表 

章・節 令和７年版 令和４年版 令和７年版 令和６年版 

③ファンコイル

ユニット 

1.7.4.6 ドレンパン (2) ドレンパンの外面に使用する保温材は、難燃性又は不燃

性を有する保温材とする。 

(3) サブドレンパンを設けた場合は、カセット形を除き上部

配管の保温は行わない。 

 

 
 

 
 

 

 

 

③ファンコイル

ユニット 

  1.7.4.11 保温 

(ｱ) ケーシング内面に使用する保温材は、JIS A 9504「人

造鉱物繊維保温材」のグラスウール保温板（40Ｋ以上）

とし、ガラス繊維の飛散防止のため、難燃性の材料で表

面処理を施したものとする。ただし、部分的に施工困難

な箇所は、他の断熱材を使用してもよい。 

なお、保温厚さは、JIS A 4008「ファンコイルユニッ

ト」に規定された露付き試験に合格したものとする。 

(ｲ) ドレンパンの外面に使用する保温材は、難燃性又は不

燃性を有する保温材とする。 

(ｳ) サブドレンパンを設けた場合は、カセット形を除き上

部配管の保温は行わない。 

 

  

 
 

 

 

④パッケージ形

空気調和機 

1.7.5 パッケージ形空

気調和機 

1.7.5.7 空気熱源蒸発

器兼空冷式凝縮器 

 

(1) 1.3.1.6「空気熱源蒸発器兼空冷式凝縮器」による。 

 

 

 

(ｱ) 構成は、フィン付きコイル、送風機、電動機、フィン

ガード、ケーシング等とする。 

(ｲ) コイルの材質は、1.3.1.8「凝縮器」(ｲ)(b)による。 

(ｳ) フィンの材質は、1.3.1.8「凝縮器」(ｲ)(c)による。 

(ｴ) 冬期に結霜が発生した場合に自動的に除霜する機能を

備えたものとする。 

 

 

 

 

※空機熱源ヒートポンプユニットに同じ 省略  



品 目 
公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 新旧対照表 評価基準 新旧対照表 

章・節 令和７年版 令和４年版 令和７年版 令和６年版 

④パッケージ形

空気調和機 

 

 

⑤マルチパッケ

ージ形空気調和

機 

 

⑥ガスエンジン

ヒートポンプ式

空気調和機 

 

（共通事項） 

1.7.5.17 制御盤 (1) 第２編1.2.2「機器附属盤」による。 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

第２編1.2.2「制御及び操作盤」による。ただし、インバ

ーター制御を行う場合は、製造者の標準仕様とする。また、

高調波対策は第２編1.2.2.2「インバーター用制御及び操作

盤」(ｴ)(e)によるものとし、適用は特記による。 

なお、リモートコントローラーを用いる場合の表示等は、

1.7.5.18「リモートコントローラー」による。 

 

 

 
 

 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

⑤マルチパッケ

ージ形空気調和

機 

1.7.6 マルチパッケ

ージ形空気調和機 

1.7.6.7 空気熱源蒸

発器兼空気式凝縮器 

(1) 1.3.1.6「空気熱源蒸発器兼空冷式凝縮器」による。 

 

(ｱ) 構成は、フィン付きコイル、送風機、電動機、フィン

ガード、ケーシング等とする。 

(ｲ) コイルの材質は、1.3.1.8「凝縮器」(ｲ)(b)による。 

(ｳ) フィンの材質は、1.3.1.8「凝縮器」(ｲ)(c)による。 

(ｴ) 冬期に結霜が発生した場合に自動的に除霜する機能を

備えたものとする。 

 

※空機熱源ヒートポンプユニットに同じ 省略  

⑤マルチパッケ

ージ形空気調和

機 

1.7.6.18 制御盤 

 

(1) 第２編1.2.2「機器附属盤」による。 

 

第２編1.2.2「制御及び操作盤」による。ただし、インバ

ーター制御を行う場合は、製造者の標準仕様とする。また、

高調波対策は第２編1.2.2.2「インバーター用制御及び操作

盤」(ｴ)(e)によるものとし、適用は特記による。 

なお、リモートコントローラーを用いる場合の表示等は、

1.7.6.20「リモートコントローラー」による。 

 

※パッケージ形空気調和機に同じ（表示の電源（白色）以外） 

                         省略 

 

⑥ガスエンジン

ヒートポンプ式

空気調和機 

1.7.7 ガスエンジン

ヒートポンプ式空気調

和機 

1.7.6.7 空気熱源蒸

発器兼空気式凝縮器 

(1) 1.3.1.6「空気熱源蒸発器兼空冷式凝縮器」による。 

 

(ｱ) 構成は、フィン付きコイル、送風機、電動機、フィン

ガード、ケーシング等とする。 

(ｲ) コイルの材質は、1.3.1.8「凝縮器」(ｲ)(b)による。 

(ｳ) フィンの材質は、1.3.1.8「凝縮器」(ｲ)(c)による。 

(ｴ) 冬期に結霜が発生した場合に自動的に除霜する機能を

備えたものとする。 

 

※空機熱源ヒートポンプユニットに同じ 省略  



品 目 
公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 新旧対照表 評価基準 新旧対照表 

章・節 令和７年版 令和４年版 令和７年版 令和６年版 

⑥ガスエンジン

ヒートポンプ式

空気調和機 

1.7.7.14 ケーシング (1) 1.7.5「パッケージ形空気調和機」の当該事項によるほ

か、屋内機（形式が、壁掛形、天井吊形及びカセット形の

場合）と外気処理ユニット（形式が、天井吊形の場合）の

ケーシング及び固定方法は、製造者の仕様による。 

 

1.7.5「パッケージ形空気調和機」の当該事項による。 

 
 

 

 

 

⑥ガスエンジン

ヒートポンプ式

空気調和機 

1.7.6.18 制御盤 (1) 第２編1.2.2「機器附属盤」による。 

 

第２編1.2.2「制御及び操作盤」による。ただし、インバ

ーター制御を行う場合は、製造者の標準仕様とする。また、

高調波対策は第２編1.2.2.2「インバーター用制御及び操作

盤」(ｴ)(e)によるものとし、適用は特記による。 

なお、リモートコントローラーを用いる場合の表示等は、

1.7.6.20「リモートコントローラー」による。 

 

※パッケージ形空気調和機に同じ（表示の電源（白色）以外） 

                         省略 

 

空気衛城装置 

➀エアフルター

（パネル形、折

込み形） 

②自動巻取形 

④電気集塵機

（自動巻取形、

パネル形） 

 

（共通事項） 

第８節 空気清浄装置 

1.8.1 パネル形エア

フィルター 

1.8.1.2 ろ材ユニッ

ト 

(1) ろ材は、次の特性を有するものとする。 

(ｱ) JACA No.11A「空気清浄装置用ろ材燃焼性試験方法指

針」によるクラス1、クラス2又はクラス3であるこ

と。 

(ｲ) 吸湿性の少ないこと。 

(ｳ) 腐敗及びかびの発生が少ないこと。 

(2) ろ材外枠の材質は、防錆処理を施した鋼板、アルミニウ

ム板又はアルミニウム押出形材とする。 

(3) ろ材ユニットは、次の性能を有するものとする。 

(ｱ) JIS B 9908規格群「換気用エアフィルタユニット」に

規定する試験方法で、面風速2.5ｍ/ｓの状態において初

期圧力損失120Pa以下、試験終了圧力損失200Pa以下、

初期粒子捕集率が50%以上、試験粉じん保持量500ｇ/ｍ
２以上とする。 

(ｲ) フィルターの分類がJIS Coarseとする。 

 

 

 

 

(ｱ) ろ材は、次の特性を有するものとする。 

(a) JACA No.11A「空気清浄装置用ろ材燃焼性試験方

法」による難燃性であること。 

 

(b) 吸湿性の少ないこと。 

(c) 腐敗及びかびの発生が目視されないこと。 

(ｲ) ろ材外枠の材質は、防錆処理を施した鋼板、アルミニ

ウム板又はアルミニウム押出形材とする。 

(ｳ) ろ材ユニットは、JIS B 9908-1「換気用エアフィルタ

ユニット・換気用電気集じん器の性能試験方法－第1

部：粒子状物質捕集率に基づく仕様、要件及び分類」及

びJIS B 9908-3「換気用エアフィルタユニット・換気

用電気集じん器の性能試験方法－第3部：試験粉じん負

荷に対する質量法捕集率及び圧力損失の試験」に規定す

る試験方法で、面風速2.5ｍ/ｓの状態において初期圧

力損失120Pa以下、試験終了圧力損失200Pa以下、初期

粒子捕集率がJIS Coarse50％以上、試験粉じん保持量

500ｇ/ｍ２以上の性能を有するものとする。 

 

 

パネル形、折込み形（中性能・中性能（高））、自動巻取形、電気

集塵機（自動巻取形、パネル形） 

 

 

 
 

HEPA  

 

 
 

 

パネル形、折込み形（中性能・高性能）、自動巻取形、電気集

塵機（自動巻取形、パネル形） 

 

 

 
 

 

 

HEPA  

 

 

➀エアフルター

（パネル形） 

（折込み形（中

性能・ （中性能

（高）） 

（共通事項） 

1.8.1.3 取付枠 (1) 取付枠の材質は、防錆処理を施した鋼板（溶融アルミニ

ウム－亜鉛鉄板等を含む。）とする。また、取付枠は、ろ

材ユニットの交換に支障がなく、空気漏れの少ない構造と

する。 

 

取付枠の材質は、防錆処理を施した鋼板（溶融アルミニウ

ム－亜鉛鉄板等を含む。）とする。 

 

 

 

 

 
 



品 目 
公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 新旧対照表 評価基準 新旧対照表 

章・節 令和７年版 令和４年版 令和７年版 令和６年版 

②自動巻取形 

④電気集塵機

（自動巻取形、

パネル形） 

 

（共通事項） 

1.8.3.5 制御盤 

 

(1) 第２編1.2.2「機器附属盤」による。 

 

 

第２編1.2.2「制御及び操作盤」による。 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

全熱交換器 

➀全熱交換器

（回転形） 

②全熱交換ユニ

ット 

（共通事項） 

第９節 全熱交換器 

1.9.2.2 熱交換エレ

メント 

(1) 熱交換エレメントは、難燃性（JIS Z 2150「薄い材料の

防炎性試験方法」又はJIS A 1322「建築用薄物材料の難燃

性試験方法」による難燃性）又はこれと同等以上の性能を

有し、衛生上支障がないものとする。また、熱交換エレメ

ントは、交換が可能なものとする。 

 

 

 

熱交換エレメントは、難燃性（JIS Z 2150「薄い材料の防

炎性試験方法」又はJIS A 1322「建築用薄物材料の難燃性試

験方法」による難燃性）又はこれと同等以上の性能を有し、

衛生上支障がないものとする。 

 

 

 

 

②全熱交換ユニ

ット 

1.9.3 全熱交換ユニ

ット 

1.9.3.1 一般事項 

(1) 構成は、熱交換エレメント、駆動装置（回転形エレメン

トの場合のみ）、送風機、ケーシング等とし、保守点検が

できる構造とする。 

(2) 全熱交換ユニットの全熱の交換効率は、特記による。特

記がなければ次による。 

なお、全熱の交換効率はJIS B 8628にて、給気及び排

気量が同一の場合のものとする。 

(ｱ) 床置形(回転形エレメント)は、風速2.5m/sで77.4%以

上 

(ｲ) 床置形(静止形エレメント)は、定格風量で冷房58.0%

以上、暖房60.0%以上 

(ｳ) 天井隠ぺい形は、定格風量で冷房62.0%以上、暖房

68.5%以上 

 

(ｱ) 構成は、熱交換エレメント、駆動装置（回転式エレメ

ントの場合のみ）、送風機、ケーシング等とし、保守点

検ができる構造とする。 

(ｲ) 給気及び排気量が同一で、風量が、1,000ｍ３/ｈ未満

は全熱交換効率58％以上、1,000ｍ３/ｈ以上は全熱交換

効率60％以上とする。 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

送風機類 

➀遠心送風機

（多翼形送風

機） 

 

②斜流送風機 

③軸流送風機 

 

（共通事項） 

第11節 送風機 

1.11.1 遠心送風機 

 

(8) 電動機は、次のいずれかによる。 

(ｱ) JIS C 4203「一般用単相誘導電動機」 

(ｲ) JIS C 4213「低圧三相かご形誘導電動機－低圧トップ

ランナーモータ」 

(ｳ) JIS C 4212「高効率低圧三相かご形誘導電動機」

(0.75kW未満に限る。) 

(ｴ) JIS C 4210「一般用低圧三相かご形誘導電動機」

(0.75kW未満に限る。) 

(ｵ) 製造者の標準仕様(小形の遠心送風機で電動機直動形

に限る。) 

 

 

 

(8) 電動機は、第２編1.2.1「電動機」による。ただし、電

動機直動形の場合は製造者の標準仕様とする。 

 

 

 
 

 

 
 



品 目 
公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 新旧対照表 評価基準 新旧対照表 

章・節 令和７年版 令和４年版 令和７年版 令和６年版 

➀遠心送風機

（多翼形送風

機） 

1.11.1 遠心送風機 

 

(10) インバータ制御装置を含む場合の高調波対策は、第２編

1.2.2「機器附属盤」(5)による。 

 

 高周波対策は、他機材と同様  

②斜流送風機 

③軸流送風機 

1.11.2 軸流送風機及

び斜流送風機 
(2) ケーシング、羽根車、主軸、軸受け、電動機、電動機の

保護方式及びインバータ制御装置を含む場合の高調波対策

は、1.11.1「遠心送風機」の当該事項による。 

なお、斜流送風機の羽根車の材質は、合成樹脂としても

よい。 

(3) Ｖベルト駆動形の場合は、危険防止用のベルトガードを

設ける。 

 

(2) ケーシング、羽根車、主軸及び軸受けは、1.11.1「遠心

送風機」の当該事項による。 

なお、斜流送風機の羽根車の材質は、合成樹脂としても

よい。 

(3) Ｖベルト駆動形の場合は、危険防止用のベルトガードを

設ける。 

(4) 電動機は、第２編1.2.1「電動機」による。ただし、電

動機直動形の場合は製造者の標準仕様とする。 

 

高周波対策は、他機材と同様  

④消音ボックス付

送風機 

1.11.3 消音ボックス付

送風機 

 

(6) インバータ制御装置を含む場合の高調波対策は、第２編

1.2.2「機器附属盤」(5)による。 

 

 高周波対策は、他機材と同様  

ポンプ類 

➀横方遠心ポンプ

（空調用、ボイラ

ー給水用、揚水

用） 

 

③立形遠心ポンプ

（ボイラー給水

用、揚水用） 

 

（共通事項） 

第12節 ポンプ 

1.12.1 空調用ポンプ 

(3) ケーシングの材質は、次のいずれかとし、特記による。

特記がなければ(ｱ)とする。 

(ｱ) JIS G 5501「ねずみ鋳鉄品」又はJIS G 5502 「球状

黒鉛鋳鉄品」によるもの。 

(ｲ) JIS G 4305「冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯」の

SUS304又はJIS G 5121「ステンレス鋼鋳鋼品」のSCS13

によるもの。 

(4) 羽根車の材質は、次のいずれかとする。 

(ｱ) JIS H 5120「銅及び銅合金鋳物」による、亜鉛含有量

が8%を超えないもの。 

(ｲ) JIS G 4305「冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯」又は

JIS G 5121「ステンレス鋼鋳鋼品」による、ニッケル含

有量が8%を下回らないもの。 

(5) 主軸の材質は、次のいずれかとする。 

(ｱ) JIS G 4303「ステンレス鋼棒」によるもの。 

(ｲ) JIS G 4051「機械構造用炭素鋼鋼材」又は、JIS 

G4053「機械構造用合金鋼鋼材」によるもの。 

なお、軸の接液部に、スリーブ((4)の材質によるも

の)を設けたものとする。 

 

(3) ケーシングの材質は、JIS G 5501「ねずみ鋳鉄品」の

FC200以上、JIS G 4305「冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼

帯」のSUS304又はJIS G 5121「ステンレス鋼鋳鋼品」の

SCS13とし、特記による。 

なお、特記がない場合は、JIS G 5501「ねずみ鋳鉄品」

のFC200以上のものとする。 

(4) 羽根車の材質は、JIS H 5120「銅及び銅合金鋳物」の

CAC406若しくはCAC901、JIS G 4305「冷間圧延ステンレ

ス鋼板及び鋼帯」のSUS304又は JIS G 5121「ステンレス

鋼鋳鋼品」のSCS13とする。 

 

(5) 主軸の材質は、JIS G 4303「ステンレス鋼棒」の

SUS304、SUS403若しくはSUS420J2又はJIS G 4051「機械

構造用炭素鋼鋼材」のS30C以上のものとする。 

なお、JIS G 4051「機械構造用炭素鋼鋼材」による場合

は、スリーブ形のものに限る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

➀横方遠心ポンプ

（空調用、ボイラ

ー給水用、揚水

用） 

 

（共通事項） 

1.12.1 空調用ポンプ (7) 電動機は、次のいずれかによる。 

(ｱ) JIS C 4203「一般用単相誘導電動機」 

(ｲ) JIS C 4213「低圧三相かご形誘導電動機－低圧トップ

ランナーモータ」 

(ｳ) JIS C 4212「高効率低圧三相かご形誘導電動機」

(0.75kW未満に限る。) 

(ｴ) JIS C 4210「一般用低圧三相かご形誘導電動機」

(0.75kW未満に限る。) 

(8) 電動機の保護方式は、JIS C 4034-5「回転電気機械－第

５部：外被構造による保護方式の分類」によるIP 44「全

閉防まつ形」又はIP 22 「防滴保護形」とする。 

 

(7) 電動機は、第２編1.2.1「電動機」による。 
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➀横方遠心ポンプ

（揚水用） 

③立形遠心ポンプ

（揚水用） 

 

（共通事項） 

第２節 ポンプ 

1.2.1 揚水用ポンプ

（横形） 

(2) 接液部の材質は、その主要成分に鉛を含まないもの、又

は鉛除去表面処理されたものとし、適用は特記による。特

記がなければ、主要成分に鉛を含まないものとする。 

 

 
 

 
 

 

➀横方遠心ポンプ

（揚水用） 

③立形遠心ポンプ

（揚水用） 

 

（共通事項） 

1.2.1 揚水用ポンプ

（横形） 

(4) ケーシングの材質は、次のいずれかによる。 

なお、運転状態において運転が円滑であって、流体に油

類の混入しない構造とする。 

(ｱ) JIS G 5501「ねずみ鋳鉄品」又はJIS G 5502 「球状

黒鉛鋳鉄品」によるものとし、接液部にナイロンコーテ

ィングを施したものとする。 

(ｲ) JIS G 4305「冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯」の

SUS304又はJIS G 5121「ステンレス鋼鋳鋼品」のSCS13

によるもの。 

(5) 羽根車の材質は、次のいずれかによる。 

(ｱ) JIS H 5120「銅及び銅合金鋳物」による、亜鉛含有量

が8%を超えないもの。 

(ｲ) JIS G 4305「冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯」又は

JIS G 5121「ステンレス鋼鋳鋼品」によるもので、ニッ

ケル含有量が8%を下回らないもの。 

(6) 主軸の材質は、次のいずれかによる。 

(ｱ) JIS G 4303「ステンレス鋼棒」によるもの。 

(ｲ) JIS G 4051「機械構造用炭素鋼鋼材」又は、JIS 

G4053「機械構造用合金鋼鋼材」によるもの。 

なお、軸の接液部に、スリーブ((5)の材質によるも

の)を設けたものとする。 

 

 

(3) ケーシングの材質は、JIS G 5501「ねずみ鋳鉄品」の

FC200以上、JIS G 4305「冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼

帯」のSUS304又はJIS G 5121「ステンレス鋼鋳鋼品」の

SCS13によるものとする。 

 

ただし、鋳鉄製の場合は、接液部にナイロンコーティン

グを施したものとする。また、運転状態において運転が円

滑であって、流体に油類の混入しない構造とする。 

(4) 羽根車の材質は、JIS H 5120「銅及び銅合金鋳物」の

CAC406（鉛除去表面処理されたもの）若しくはCAC901、

JIS G 4305「冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯」の

SUS304又はJIS G 5121「ステンレス鋼鋳鋼品」のSCS13

によるものとする。 

 

(5) 主軸の材質は、JIS G 4303「ステンレス鋼棒」の

SUS304、SUS403若しくはSUS420J2又はスリーブ使用のも

のに限りJIS G 4051「機械構造用炭素鋼鋼材」のS30C以

上によるものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

③立形遠心ポンプ

（揚水用） 

 

（共通事項） 

1.2.2 揚水用ポンプ

（立形） 

(8) 電動機は、製造者の標準仕様とする。 

なお、インバータ制御装置を含む場合の高調波対策は、

第２編1.2.2「機器附属盤」(5)による。 

 

(7) 電動機は、製造者の標準仕様とする。 高周波対策は、他機材と同様  

自動制御 

自動制御システ

ム 

第４編 自動制御設備

工事 

第１章 機材 

第２節 自動制御機器 

1.2.2 調節部 

1.2.2.1 一般事項 

 

(1) 調節機構は、次による。 

(ｱ) デジタル式は、ダイレクトデジタルコントローラ

（DDC）等によるものとし、中央監視制御装置との通信

機能を備えたものとする。 

(ｲ) 電子式は、デジタル指示調節器等によるものとし、設

定値を確認・変更するためのデジタル表示の指示機能並

びに制御信号による遠方からの操作及び演算値等の外部

への出力機能を備えたものとする。 

(ｳ) 電気式は、スプリングレバーアセンブリー、マイクロ

スイッチ及びポテンショメーターによるものとする。 

 

(2) 温度・湿度目標値の設定方法、動作隙間及び比例帯の範

囲は、表4.1.1による。 

(3) 圧力目標値の設定は、電気式においては機器本体で、デ

ジタル式及び電子式においては機器本体又は遠方から行う

ものとし、システムに応じた適正な動作隙間及び比例帯を

有するものとする。 

 

 

(1) 調節機構は、次による。 

(ｱ) 電気式は、スプリングレバーアセンブリー、マイクロ

スイッチ及びポテンショメーターによるものとする。 

(ｲ) 電子式は、デジタル指示調節器によるものとする。 

(ｳ) デジタル式は、ダイレクトデジタルコントローラ

（DDC）によるものとし、複数の制御が行えるものとす

る。 

なお、中央監視制御装置との通信機能は特記による。 

(2) 温度・湿度目標値の設定方法、動作隙間及び比例帯の範

囲は、表4.1.1による。 

(3) 圧力目標値の設定は、機器本体で行うものとし、システ

ムに応じた適正な動作隙間及び比例帯を有するものとす

る。 
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自動制御 

自動制御システ

ム 

第３節 自動制御盤 

1.3.4 装置及び機器

類 

(1) 装置及び機器類は、次による。 

(ｵ) 表示の光源は、原則として、LEDとする。 

 

装置及び機器類は、次による。 

(ｵ) 表示の光源は、原則として、発光ダイオードとする。 

 

 

 

 

 

 

 

自動制御 

自動制御システ

ム 

第３節 自動制御盤 

1.3.5 盤内配線等 

 

(1) 盤内の電線及びケーブルの種別は、製造者標準仕様と

し、盤内配線の最小線径と被覆色は、表4.1.2による。 

なお、本項は、機器類及びユニット等の内部配線には適

用しない。 

 

(1) 盤内電線、ケーブルの規格は、1.5.1「電気計装用機

材」によるほか、JIS C 3316「電気機器用ビニル絶縁電

線」に規定されたものとし、盤内配線の最小線径と被覆色

は、表4.1.2による。 

なお、本項は、機器類及びユニット等の内部配線には適

用しない。 

 

 

 

 

 

 

自動制御 

自動制御システ

ム 

第４節 中央監視制御

装置 

1.4.1 一般事項 

(2) 周囲条件は、次による。 

(ｱ) 中央監視盤 

温度      10～35℃ 

湿度      30～80％RH 

(ｲ) 端末装置 

温度      ５～40℃ 

湿度      30～80％RH 

(3) 各装置の電源は、JIS C 61000-3-2「電磁両立性 第3-2 

部:限度値 高調波電流発生限度値(1相当たりの入力電流が

20A以下の機器)」による。 

 

 

(2) 周囲条件は、次による。 

(ｱ) 中央監視盤、周辺装置 

温度      10～35℃ 

湿度      30～80％RH 

(ｲ) 印字装置 

温度      10～30℃ 

湿度      30～80％RH 

(ｳ) 端末装置 

温度      ５～40℃ 

湿度      30～80％RH 

(3) 電源装置及びこれを内蔵するものを除く各装置の電源条

件は、次による。 

電圧      定格電圧  ±10％（連続） 

周波数     定格周波数 ±５％ 

波形ひずみ率  10％以下 

電源の瞬断   １ms以下 

 

 

 

 
 

 

 

自動制御 

自動制御システ

ム 

1.4.2.4 表示装置 (2) 表示装置の形式は、表4.1.4によるデスクトップ形、壁

掛形又は簡易壁掛形とし、適用は特記による。 

 

(ｲ) 表示装置の形式は、表4.1.4によるデスクトップ形、

壁掛形、壁掛分離形とし、適用は特記による。 

 

 

 
 

 

 

 

自動制御 

自動制御システ

ム 

1.4.2.5 副表示装置 (5) 副表示装置をグラフィックパネルとする場合は、次によ

る。 

(ｴ) 表示部は、LEDによるものとし、次による。 

 

(ｵ) 副表示装置をグラフィックパネルとする場合は、次に

よる。 

(d) 表示部は、発光ダイオードによるものとし、次によ

る。 

 

 

 

 

 

 

 



品 目 
公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 新旧対照表 評価基準 新旧対照表 

章・節 令和７年版 令和４年版 令和７年版 令和６年版 

自動制御 

自動制御システ

ム 

1.4.2.7 操作卓  (ｲ) パスワード等の操作者識別入力により、監視と操作の

レベル分けが可能な機能を有するものとする。 

 

 

 

 

 

自動制御 

自動制御システ

ム 

1.4.2.7 操作卓 (1) 操作卓(椅子を含む。)は、卓上機器（表示装置、記録

（印字）装置等）を置くためのもので、卓上機器は、転倒

防止用の措置を講じたものとする。 

なお、寸法は特記による。 

 

操作卓(椅子を含む。)は、卓上機器（表示装置、印字装置

等）を置くためのもので、本体を床又は壁にアンカーボルト

で固定できるように固定金具を備えたものとし、卓上機器

は、転倒防止用の措置を講じたものとする。 

なお、寸法は特記による。 

 

 

 

 

 

 

自動制御 

自動制御システ

ム 

1.4.2.8 伝送制御装

置 
(2) 伝送方式は、直列伝送方式とし、符号検定機能を備えた

ものとする。 

 

(ｲ) 伝送方式は、直列伝送方式とし、符号検定機能を備え

たものとする。 

なお、通信プロトコルは、製造者の標準仕様によるも

のとする。 

 

 

 
 

 

 

自動制御 

自動制御システ

ム 

1.4.3 周辺装置 

1.4.3.1 記録（印

字）装置 

(1) 記録（印字）装置の設置は、特記による。 

(2) 壁掛形で本体内蔵のものは、製造者の標準仕様とする。 

(3) (2)を除く、記録（印字）装置は、中央監視盤からの操

作により、作表印字、メッセージ印字等を行うものとする

ほか、A4判以上の単票に英字、数字、かな、記号、漢字、

図形、表等をカラーで印刷できるものとする。なお、印字

方式は特記による。 

(ｱ) インクジェット方式は、インクのカートリッジを色ご

とに交換可能なものとし、インクがなくなった場合は、

自動的にメッセージ等により表示できるものとする。 

(ｲ) 電子写真方式は、レーザー方式又はLED方式とし、用

紙カセットにより自動給紙が可能なものとする。 

 

記録（印字）装置は、中央監視盤からの操作により、作表

印字、メッセージ印字等を行うものとし、表4.1.6によるイ

ンクジェット方式又はレーザー方式とする。 

なお、印字方式は特記による。 

 

 

 
 

 

 
 

自動制御 

自動制御システ

ム 

第５節 計装用機材 

1.5.1 電気計装用機

材 

(1) 電気計装に使用する機材は、次による。 

(ｱ) 電線及びケーブルは、表4.1.11による。なお、計器

等に附属する電線及びケーブルは製造者の標準仕様とし

てもよい。 

 

電気計装に使用する機材は、次による。 

(ｱ) 電線及びケーブルは、表4.1.11によるほか、製造者

の標準仕様によるものとする。 

 

 

 

 

 
 

衛生器具ユニッ

ト 

 

第５編 給排水衛生設

備工事 

第１章 機材 

1.1.3 衛生器具ユニ

ット 

1.1.3.1 大便器ユニ

ット 

(2) 配管材は特記による。特記がない場合は、給水管は水道

用硬質塩化ビニルライニング鋼管、排水管及び通気管は、

塩ビ管とする。 

なお、排水管及び通気管の継手にはゴム製等を使用して

もよい。 

(3) 給水管及び排水管には保温を施し、保温材は不燃性又は

難燃性の材料とする。 

なお、保温仕様は製造者の標準仕様とする。ただし、排

水管に塩ビ管を使用した場合は、保温を不要とする。 

 

 

(ｲ) 配管材は特記によるほか、次による。 

(a) 排水管及び通気管の継手にはゴム製等を使用しても

よい。 

(b) 給水管及び排水管には保温を施し、保温材は不燃性

又は難燃性の材料とする。 

なお、保温仕様は製造者の標準仕様とする。ただ

し、排水管にビニル管を使用した場合は、保温を不要

とする。 

 

 

 

 

 



品 目 
公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編） 新旧対照表 評価基準 新旧対照表 

章・節 令和７年版 令和４年版 令和７年版 令和６年版 

タンク 

➀FRP製パネル

タンク 

④ステンレス鋼

板製パネルタン

ク（溶接組立

形） 

⑤ステンレス鋼

板製パネルタン

ク（ボルト組立

形） 

 

（共通事項） 

 

第４節 タンク 

1.4.2 タンク 

1.4.2.2 FRP製パネ

ルタンク 

 

1.4.2.4 ステンレス

鋼板製パネルタンク

（溶接組立形） 

 

1.4.2.5 ステンレス

鋼板製パネルタンク

（ボルト組立形） 

(6) 附属品は、次による。 

(ｳ) はしご（タンク内は合成樹脂製。タンク外は鋼製 

（第２編3.2.2.4「溶融亜鉛めっき」によるHDZT49を施

したもの。） 

又はステンレス鋼製。なお、安全ガード付きの場合は特

記とする。） 

 

(ｶ) 附属品は、次による。 

(c) はしご（タンク内は合成樹脂製、タンク外は鋼製 

（第２編3.2.2.4「溶融亜鉛めっき」による２種35

を施したもの。） 

又はステンレス鋼製） 

 

 

 

 

 

 

 

      

      

      

 

 



機械設備機材等評価基準（令和７年度）の改定について（標準仕様書の改定以外のもの） 

 

＊主な改定内容を抜粋しています。 

「赤字」は、改定箇所を示しています。 

品 目 令和７年版 令和６年版 改正理由 

冷凍機 

➀空機熱源ヒートポンプユニット

及び水冷チリングユニット 

②吸収冷温水機 

③吸収冷温水機ユニット 

④遠心冷凍機 

 

空気調和機 

④パッケージ形空気調和機 

⑤マルチパッケージ形空気調和機 

⑥ガスエンジンヒートポンプ式空

気調和機 

 

（共通事項） 

 

 

 

 

 熱源機器に対する 

追加事項 

空気調和機 

⑤マルチパッケージ形空気調和機 

⑥ガスエンジンヒートポンプ式空

気調和機 

 

（共通事項） 

 

 

 
 

 

 

 
 

内容の見直し 

 


